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Ⅰ 匝瑳市予算の状況 

 

 

（単位：千円，％）

増減率

16,651,000 15,672,000 979,000 6.2

4,569,254 4,600,608 ▲ 31,354 ▲ 0.7

591,427 558,775 32,652 5.8

4,074,483 3,988,216 86,267 2.2

収益的支出 3,126,400 3,025,000 101,400 3.4

資本的支出 515,947 380,740 135,207 35.5

12,877,511 12,553,339 324,172 2.6

29,528,511 28,225,339 1,303,172 4.6

小　　　　計

合　　　　　　　計

介 護 保 険 特 別 会 計

令和６年度 増減額

後期高齢者医療特別会計

会　　　計　　　名

一 般 会 計

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計

令和７年度

特
別
会
計 病院事業会計

 

一般会計の予算規模は、１６６億５，１００万円。前年度当初予算と比べて、９億７，

９００万円（６．２％）増加しました。 

また、国民健康保険特別会計等の４特別会計を加えた予算総額は、２９５億２，８５１

万１千円となり、前年度当初予算との比較では１３億３１７万２千円（４．６％）の増加

となりました。 

 

当初予算額の推移 （単位：百万円，％）

予算額 前年比 予算額 前年比 予算額 前年比 予算額 前年比

一般会計 14,478 ▲ 3.4 14,828 2.4 15,672 5.7 16,651 6.2

特別会計 12,457 2.7 12,450 ▲ 0.1 12,553 0.8 12,878 2.6

合計 26,935 ▲ 0.7 27,278 1.3 28,225 3.5 29,529 4.6

※百万円未満は四捨五入

令和４年度 令和５年度 令和７年度令和６年度
区分

 一般会計の予算規模は、給与改定や地域手当の支給開始等による人件費のほか、地域の

脱炭素推進に係る経費や小・中学校における学習用端末の更新に係る経費等の増、また、

一部事務組合に対する負担金等の増により前年度当初予算と比べて増加しています。 

また、特別会計の予算規模は、国民健康保険特別会計における保険給付費等の減少があ

る一方で、介護保険特別会計における保険給付費や病院事業会計における病院建設事業費

等の増加により、前年度当初予算と比べて増加しています。

財政課財政班 

0479-73-0085 

- 1 -



  

（単位：千円，％）

1. 市 税 3,669,057 22.0 3,521,465 22.5 147,592 4.2
2. 地 方 譲 与 税 230,202 1.4 220,700 1.4 9,502 4.3
3. 利 子 割 交 付 金 3,000 0.0 1,000 0.0 2,000 200.0
4. 配 当 割 交 付 金 28,000 0.2 25,000 0.2 3,000 12.0
5. 株式等譲渡所得割交付金 34,000 0.2 20,000 0.1 14,000 70.0
6. 法 人 事 業 税 交 付 金 82,000 0.5 71,000 0.4 11,000 15.5
7. 地 方 消 費 税 交 付 金 967,000 5.8 860,000 5.5 107,000 12.4
8. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 1 0.0 1 0.0 0 0.0
9. 環 境 性 能 割 交 付 金 50,000 0.3 37,000 0.2 13,000 35.1

10. 地 方 特 例 交 付 金 22,000 0.1 162,000 1.0 ▲ 140,000 ▲ 86.4
11. 地 方 交 付 税 5,040,100 30.3 5,090,100 32.5 ▲ 50,000 ▲ 1.0
12. 交通安全対策特別交付金 5,000 0.0 5,000 0.0 0 0.0
13. 分 担 金 及 び 負 担 金 244,145 1.5 246,399 1.6 ▲ 2,254 ▲ 0.9
14. 使 用 料 及 び 手 数 料 131,641 0.8 136,359 0.9 ▲ 4,718 ▲ 3.5
15. 国 庫 支 出 金 2,439,070 14.6 1,936,589 12.4 502,481 25.9
16. 県 支 出 金 1,088,410 6.5 1,031,142 6.6 57,268 5.6
17. 財 産 収 入 30,224 0.2 61,775 0.4 ▲ 31,551 ▲ 51.1
18. 寄 附 金 30,303 0.2 37,711 0.2 ▲ 7,408 ▲ 19.6
19. 繰 入 金 1,781,551 10.7 1,195,491 7.6 586,060 49.0
20. 繰 越 金 150,000 0.9 150,000 1.0 0 0.0
21. 諸 収 入 377,796 2.3 314,868 2.0 62,928 20.0
22. 市 債 247,500 1.5 548,400 3.5 ▲ 300,900 ▲ 54.9

16,651,000 100.0 15,672,000 100.0 979,000 6.2
12,094,970 72.6 11,422,718 72.9 672,252 5.9
4,556,030 27.4 4,249,282 27.1 306,748 7.2
6,414,717 38.5 5,664,068 36.1 750,649 13.3
10,236,283 61.5 10,007,932 63.9 228,351 2.3

令和６年度 増　　　減
増減率

款
令和７年度

構成比予算額 予算額

依 存 財 源

合　　　　　計
一 般 財 源
特 定 財 源
自 主 財 源

増減額構成比

Ⅱ 一般会計予算の状況 

１ 歳入の状況                                  

   

  

 

    

   

   

 

  

 

 

   

 

 

 

 

  

 

 

（１）市税は、令和６年度に実施した個人住民税の定額減税の影響がなくなったことや緩

やかな景気回復による所得の増加等により、前年度に比べ１億４，７５９万２千円の

増となっています。 

（２）国庫支出金は、地域脱炭素移行・再エネ推進交付金の皆増や児童手当負担金等の増

加により、５億２４８万１千円の増となっています。 

（３）県支出金は、農業経営高度化支援事業補助金や参議院議員選挙費委託金等の皆増に

より、５，７２６万８千円の増となっています。 

（４）繰入金は、財政調整基金繰入金等の増加により、５億８，６０６万円の増となって

います。 

（５）市債は、国営施設機能保全事業債や防災行政無線設備改修事業債等の皆減により、

３億９０万円の減となっています。 
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２ 歳出の状況 

目　的　別 （単位：千円，％）

176,657 1.1 174,259 1.1 2,398 1.4
2,031,033 12.2 1,931,405 12.3 99,628 5.2
5,915,364 35.5 5,619,836 35.9 295,528 5.3
2,479,423 14.9 2,025,521 12.9 453,902 22.4
516,245 3.1 633,322 4.0 ▲ 117,077 ▲ 18.5
257,928 1.5 257,434 1.6 494 0.2
625,911 3.8 825,574 5.3 ▲ 199,663 ▲ 24.2
944,747 5.7 762,567 4.9 182,180 23.9

2,072,735 12.4 1,756,522 11.2 316,213 18.0
16 0.0 16 0.0 0 0.0

1,605,940 9.6 1,660,543 10.6 ▲ 54,603 ▲ 3.3
1 0.0 1 0.0 0 0.0

25,000 0.2 25,000 0.2 0 0.0
16,651,000 100.0 15,672,000 100.0 979,000 6.2

6.
7.
8.

予 備 費

11.
災 害 復 旧 費
公 債 費

10.

12. 諸 支 出 金
13.

合　　　　　計

総 務 費

土 木 費

1.
2.
3.
4. 衛 生 費

民 生 費

消 防 費
教 育 費

議 会 費

9.

増減額 増減率構成比

農林水産業費
商 工 費

5.

令和６年度
構成比予算額 予算額

増　　　減
款

令和７年度

 

 

（１）総務費は、戸籍システム及び住民情報系システムの標準化及びガバメントクラウド

への移行に伴う電子計算処理事業の増加や資産税事務費等の増加により、９，９６２

万８千円の増となっています。 

（２）民生費は、児童手当支給事業や放課後児童健全育成事業等の増加により、２億９，

５５２万８千円の増となっています。 

（３）衛生費は、地域脱炭素推進事業の皆増や病院事業会計助成事業等の増加により、４

億５，３９０万２千円の増となっています。 

（４） 農林水産業費は、土地改良助成事業や飼料用米等生産拡大支援事業等の減少により、

１億１，７０７万７千円の減となっています。 

（５）土木費は、道路新設改良費等の減少により、１億９，９６６万３千円の減となって

います。 

（６）消防費は、消防本部・匝瑳消防署庁舎建設事業や野栄分署庁舎大規模改修事業等に

伴う匝瑳市横芝光町消防組合負担金の増加により、１億８，２１８万円の増となって

います。 

（７）教育費は、小・中学校の学習用パソコン活用事業等の増加により、３億１，６２１

万３千円の増となっています。 
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性  質  別 （単位：千円，％）

3,518,251 21.2 3,221,313 20.5 296,938 9.2
3,314,946 19.9 3,227,406 20.6 87,540 2.7
1,605,940 9.6 1,660,543 10.6 ▲ 54,603 ▲ 3.3
2,453,035 14.7 1,971,941 12.6 481,094 24.4

244,904 1.5 239,435 1.5 5,469 2.3
3,095,077 18.6 2,514,932 16.0 580,145 23.1

51,640 0.3 45,692 0.3 5,948 13.0
249,763 1.5 189,952 1.2 59,811 31.5
90,000 0.5 90,000 0.6 0 0.0

1,533,651 9.2 1,513,418 9.7 20,233 1.3
468,793 2.8 972,368 6.2 ▲ 503,575 ▲ 51.8
468,777 2.8 972,352 6.2 ▲ 503,575 ▲ 51.8
113,655 0.7 142,424 0.9 ▲ 28,769 ▲ 20.2
355,122 2.1 829,928 5.3 ▲ 474,806 ▲ 57.2

16 0.0 16 0.0 0 0.0
25,000 0.2 25,000 0.2 0 0.0

16,651,000 100.0 15,672,000 100.0 979,000 6.2
8,439,137 50.7 8,109,262 51.7 329,875 4.1
8,211,863 49.3 7,562,738 48.3 649,125 8.6任 意 的 経 費

増減額 増減率予算額 構成比予算額 構成比

災 害 復 旧 費
予 備 費

区　　　　 分
令和７年度 令和６年度 増　　　減

義 務 的 経 費

維 持 補 修 費
補 助 費 等

単 独 事 業

積 立 金
投 資 及 び 出 資 金
貸 付 金

人 件 費

合　　　　　計

繰 出 金
投 資 的 経 費
普通建設事業費
補 助 事 業

公 債 費
物 件 費

扶 助 費

 

 

（１）人件費は、給与改定や地域手当の支給開始等の影響により、２億９，６９３万８千

円の増となっています。 

（２）扶助費は、児童手当支給事業における令和６年１０月以降の制度拡充等の影響によ

り、８，７５４万円の増となっています。 

（３）物件費は、戸籍システム等の標準化等や小・中学校における学習用端末の更新に係

る経費等の増加により、４億８，１０９万４千円の増となっています。 

（４）補助費等は、地域脱炭素移行事業補助金の皆増や匝瑳市横芝光町消防組合等への負

担金等の増加により、５億８，０１４万５千円の増となっています。 

（５）投資及び出資金は、病院建設事業に対する出資金等の増加により、５，９８１万１

千円の増となっています。 

（６）投資的経費は、国営土地改良事業に対する負担金の一括償還完了のほか、防災行政

無線設備改修工事費等の皆減により、５億３５７万５千円の減となっています。 
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３ 基金の状況 

（単位：百万円）

令和６年度 令和７年度

末見込み 末見込み

1,115

219

16 31

0 0 01

5422,766

22 24

1,107

2,087

436

420

27

ふるさと振興基金

219

4,7115,538 5,352

1,112

3,131

1,102

430

令和５年度区  　分

350

2,998

令和３年度 令和４年度

2,714財 政 調 整 基 金

減 債 基 金 304

438

27

431

219

433

27

304

434

森林環境整備基金

スポーツ推進基金

社会福祉振興基金

1,101

27

433

合　　　計 5,244

土 地 開 発 基 金 219

東日本大震災復興基金

地 域 振 興 基 金

1

11

334

444

419

219

386

27

 

 

（１）財政調整基金は、令和６年度剰余金及び基金利子の積み立て１億５，４００万円を

見込んでいます。また、令和７年度は１７億円の取り崩しを予定しています。 

（２）減債基金は、臨時財政対策債の元金償還の財源として、５，２００万円の取崩しを

予定しています。 

（３）ふるさと振興基金は、ふるさと納税寄附金等の積み立て３，０００万円を見込んで

います。また、地域交通利用料助成事業や小・中学校の施設維持管理費の財源として

２，２００万円の取り崩しを予定しています。 

（４） 社会福祉振興基金は、障害者計画策定事業や市立保育所の備品購入費の財源として、

１００万円の取り崩しを予定しています。 

（５）地域振興基金は、基金利子の積み立て９００万円を見込んでいます。また、コミュ

ニティ育成事業の財源として６００万円の取り崩しを予定しています。 

（６）森林環境整備基金は、森林の整備及びその促進に必要な経費の財源として、７００

万円の積み立てを予定しています。 

- 5 -



  

４ 地方債の状況 

（１）市債発行額について 

令和６年度 令和７年度

見込み 見込み

0157,482 68,897

令和４年度

247,500

33,144

323,397 743,444

令和５年度

128,3008,800

332,582計

区　  分

1,062,182

令和３年度

543,882臨時財政対策債

0

　　　　（単位：千円）

105,100

そ の 他 506,300 175,100 245,700 582,000 142,400

合併特例事業債 12,000

 

 

令和７年度の市債発行額は、２億４，７５０万円を見込んでいます。国営土地改良事業

負担金の一括償還完了に伴う国営施設機能保全事業債の皆減や、事業完了に伴う防災行政

無線設備改修事業債の皆減、臨時財政対策債の発行がないこと等により、令和６年度発行

見込みと比べて４億９，５９４万４千円の減となっています。 

         

（２）市債残高について 

令和６年度 令和７年度

末見込み 末見込み

4,633合併特例事業債 4,097

4,720

3,853 3,469 3,221 3,329 3,018

令和３年度

14,023計

区　  分

15,386

令和４年度

臨時財政対策債

そ の 他

6,900 6,457

令和５年度

12,705 10,51811,832

5,308

　　　　（単位：百万円）

3,195 2,7803,584

5,900

 

 

令和７年度末の市債残高は、１０５億円（市民一人当たり３１万７千円）となる見込み

です。臨時財政対策債や合併特例事業債の元金償還が進んでいること等により、令和６年

度末の市債残高見込みと比べて１３億１，４００万円減少します。 

 

※ 臨時財政対策債については元利償還金の全額が、合併特例事業債についてはその７割

が交付税で措置され、市の財政負担は軽減されます。 
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Ⅲ 主要事業 

１ 目的別主要事業 

※【新規】・【拡大】は令和６年度当初比 

 

総務費では 

 〇定住促進空き家バンク事業【拡大】               ３２３万４千円 

市内の空き家情報を移住希望者等に提供し、移住・定住の促進を図ります。 

なお、過疎対策として、旧野栄町の区域にある空き家の改修工事を行う場合には、

新たに補助金を交付します。 

 ○交通安全対策事業【拡大】                   ３５０万１千円 

   交通事故防止のため、交通安全指導等を行います。また、自転車乗車用ヘルメット

の着用を促進するため、令和７年度からヘルメット購入費用の一部を助成します。 

 ○防犯対策事業                       １，８８７万５千円 

   防犯灯の設置や維持管理、匝瑳市防犯協会への補助金等の防犯対策に係る経費です。

また、地域の犯罪抑止力を高め、安全で安心なまちづくりを推進するため、防犯カメ

ラを設置します。 

 〇電子計算処理事業                   ２億９，７１３万５千円 

戸籍システム及び住民情報系システムの通常の運用・保守管理等に係る経費のほか、

国の自治体ＤＸ推進計画に基づくシステムの標準化及びガバメントクラウドへの移行

を行います。 

 ○匝瑳市制施行２０周年記念式典事業【新規】           ３７７万１千円 

市制施行２０周年を節目の年として、記念式典を開催します。 

 

民生費では 

 ○障害者計画策定事業【新規】                    ３３０万円 

現行の第３次匝瑳市障害者計画の計画期間が令和８年度に終了するため、次期計画

の策定に向けて市民ニーズ調査等を実施します。 

 ○成年後見制度利用促進事業【新規】               ２１７万４千円 

認知症や知的障害等により判断能力が十分でない方の生活を守り、尊厳をもって安

心して暮らせるよう支援するとともに、成年後見制度の周知や利用促進を図るための

中核機関を設置します。 
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○児童手当支給事業                   ５億３，９０６万２千円 

１８歳までの児童を養育又は監護している方へ児童手当を支給します。 

 

衛生費では 

○妊婦・乳児委託健康診査事業【拡大】            １，３３５万９千円 

   疾患の早期発見・早期治療により妊婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図る

ため、妊婦健診及び乳児健診を実施します。また、令和 7年度から産後１か月の産婦

に対する健診の費用助成を導入します。 

○地域脱炭素推進事業【新規】              ３億３，１０１万４千円 

   ゼロカーボンシティの実現を目指し、公共施設や民間施設への太陽光発電設備や蓄

電池、営農型ソーラーシェアリングの導入等を行います。 

 

農林水産業費では 

○有機農業推進事業【新規】                   １７５万２千円 

専門家の講演会や現地での検討会等を実施し、生産から消費まで一貫した有機農業

を推進します。 

 

商工費では 

 ○空き店舗活用支援事業【拡大】                 ５６７万４千円 

   市内の空き店舗を活用し、新たに事業を行う方に対して補助金を交付します。 

   なお、過疎対策として、旧野栄町の区域にある空き店舗を活用する場合には、補助

率を引き上げます。 

〇産業用地整備推進事業                     ７７６万８千円 

銚子連絡道路匝瑳ＩＣ周辺の産業用地整備に向け、地権者等の合意形成や関係機関

との協議のほか、企業誘致活動を継続して実施します。 

 

土木費では 

〇舗装修繕事業                       ５，７８４万２千円 

舗装修繕計画に基づき、市道の舗装修繕工事を実施します。また、現行の匝瑳市舗

装修繕計画の計画期間が令和８年度に終了するため、次期計画の策定に向けて路面性

状調査を実施します。 
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○道路新設改良事業                     ９，６３６万７千円 

市内の道路ネットワークの整備を推進するため、市民生活に密着した市道の新設改

良工事を実施します。 

○住宅耐震促進事業【拡大】                   ３２９万９千円 

木造住宅の耐震診断や耐震改修に係る経費に対し補助金を交付します。 

なお、令和７年度から補助上限額を引き上げます。 

 

消防費では 

○消防団活動費【拡大】                   ５，１８９万１千円 

消防団員の報酬や消防車両の維持管理費等の消防団活動に係る経費です。令和７年

度から消防団員の年額報酬を引き上げ、出動報酬を創設します。 

 

教育費では 

○学習用パソコン活用事業（小・中学校）         ３億２，２９０万６千円 

国のＧＩＧＡスクール構想により令和２年度に整備した、児童生徒用の１人１台タ

ブレット型端末の運用保守等を実施するとともに、令和８年度の稼働に向けて、更新

用のタブレット型端末を購入します。 
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3
4

○
2
,7
33

2,
72
2

11
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
交
付
に
係
る
経
費
。

3
5

30
7,
92
7

14
8,
59
6

15
9,
33
1

保
険
基
盤
安
定
繰
出
金
（
軽
減
分
）
12
4,
65
5千

円
、
保
険
基
盤
安
定
繰
出
金
（
支
援
分
）
71
,7
16
千

円
、
未
就
学
児
均
等
割
保
険
税
繰
出
金
1,
50
4千

円
、
職
員
給
与
費
等
繰
出
金
86
,4
32
千
円
、
産
前
産

後
保
険
税
繰
出
金
26
0千

円
、
出
産
育
児
一
時
金
繰
出
金
9,
00
0千

円
、
財
政
安
定
化
支
援
事
業
繰
出
金

14
,3
60
千
円
。

3
6

45
8,
95
7

1,
32
3

45
7,
63
4
人
間
ド
ッ
ク
委
託
料
4,
40
0千

円
、
後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
負
担
金
25
,1
84
千
円
、
後
期
高
齢
者

医
療
療
養
給
付
費
負
担
金
42
8,
46
6千

円
、
人
間
ド
ッ
ク
検
査
費
用
助
成
金
90
0千

円
。

3
7

15
5,
50
8

97
,8
11

57
,6
97

保
険
基
盤
安
定
繰
出
金
13
0,
41
5千

円
、
職
員
給
与
費
等
繰
出
金
25
,0
93
千
円
。

3
8

18
,8
14

17
,7
29

1,
08
5
生
活
習
慣
病
の
早
期
発
見
及
び
被
保
険
者
の
健
康
保
持
増
進
を
図
る
目
的
で
行
う
健
康
診
査
に
係
る
経

費
。

3
9

55
0

55
0

健
康
寿
命
の
延
伸
を
目
的
に
行
わ
れ
る
保
健
事
業
に
係
る
経
費
。

環
境
生
活
課

4
0

○
1
,5
67

93
2

63
5
市
民
協
働
推
進
協
議
会
の
運
営
、
市
民
提
案
型
事
業
へ
の
助
成
等
。

4
1

78
,7
01

50
78
,6
51

市
内
循
環
バ
ス
の
運
行
委
託
（
1日

5路
線
・
6便

～
7便

）
月
曜
日
～
土
曜
日
の
運
行
。

4
2

○
拡

3
,5
01

16
5

3,
33
6
交
通
事
故
防
止
の
た
め
、
交
通
安
全
指
導
等
の
交
通
安
全
協
会
へ
の
委
託
1,
97
6千

円
、
自
転
車
乗
車

用
ヘ
ル
メ
ッ
ト
購
入
費
に
対
す
る
補
助
33
0千

円
等
。

4
3

○
18
,8
75

1,
12
6

17
,7
49

防
犯
灯
電
気
料
、
防
犯
灯
維
持
管
理
業
務
委
託
等
。

4
4

5
,6
76

5,
67
1

5
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
集
会
施
設
の
整
備
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
に
対
す
る
助
成
等
。

4
5

11
,2
72

3,
06
5

8,
20
7
市
内
循
環
バ
ス
の
利
用
が
困
難
で
、
運
転
免
許
証
を
持
た
な
い
高
齢
者
に
対
し
て
、
日
常
生
活
の
交
通

手
段
と
し
て
タ
ク
シ
ー
の
利
用
料
金
の
一
部
を
助
成
。

4
6

○
22
,8
94

22
,8
94

デ
マ
ン
ド
型
交
通
の
運
行
委
託
等
（
8時

～
17
時
）
月
曜
日
～
土
曜
日
の
運
行
。

4
7

48
1

48
1
犯
罪
被
害
者
等
へ
の
見
舞
金
の
支
給
等
。

4
8

1
,0
23

1,
02
3
環
境
基
本
計
画
の
策
定
に
係
る
印
刷
製
本
費
や
環
境
審
議
会
の
開
催
等
の
経
費
。

4
9

4
,8
86

3,
15
0

1,
73
6
畜
犬
登
録
の
促
進
及
び
指
導
。
狂
犬
病
予
防
集
合
注
射
の
委
託
、
犬
等
の
不
妊
及
び
去
勢
手
術
に
対
す

る
助
成
。

自
主
防
災
組
織
整
備
事
業

防
災
行
政
無
線
整
備
事
業

消
防
団
活
動
費

財
産
管
理
事
務
費

庁
舎
管
理
費

公
用
車
管
理
費

資
産
税
事
務
費

戸
籍
住
民
基
本
台
帳
事
務
費

マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
交
付
事
業

国
民
健
康
保
険
特
別
会
計
繰
出
金

後
期
高
齢
者
医
療
広
域
連
合
事
業

動
物
適
正
管
理
指
導
事
業

環
境
衛
生
事
務
費

地
域
交
通
利
用
料
助
成
事
業

デ
マ
ン
ド
型
交
通
運
行
事
業

犯
罪
被
害
者
等
支
援
事
業

後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計
繰
出
金

匝
瑳
市
長
選
挙
費

一
部
事
務
組
合
へ
の
負
担
金

消
防
施
設
整
備
事
業

交
通
安
全
対
策
事
業

防
犯
対
策
事
業

コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
育
成
事
業

市
民
協
働
推
進
事
業

循
環
バ
ス
運
行
事
業

健
康
診
査
事
業

保
健
事
業
・
介
護
予
防
等
一
体
的
実
施
費
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国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

公 約

環
境
生
活
課

5
0

6
,3
90

6,
39
0
公
共
用
水
域
等
水
質
検
査
、
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
測
定
業
務
、
自
動
車
騒
音
常
時
監
視
調
査
。

5
1

13
7,
57
1

13
7,
57
1
八
匝
水
道
企
業
団
負
担
金
13
7,
57
1千

円
。
九
十
九
里
地
域
水
道
企
業
団
の
現
在
算
定
さ
れ
る
負
担
金

及
び
出
資
金
に
つ
い
て
は
、
令
和
9年

度
ま
で
全
額
免
除
。

5
2

15
7,
29
7

5
13
9,
17
3

18
,1
19

ご
み
収
集
袋
の
作
製
や
ス
テ
ー
シ
ョ
ン
ご
み
収
集
業
務
委
託
料
等
に
係
る
経
費
。

5
3

○
3
,9
38

18
5

3,
75
3
不
法
投
棄
等
ご
み
処
理
・
地
域
ぐ
る
み
ご
み
ゼ
ロ
運
動
・
資
源
ご
み
一
斉
回
収
・
生
ご
み
処
理
機
等
設

置
者
及
び
資
源
ご
み
集
団
回
収
団
体
に
対
す
る
助
成
。

5
4

20
,0
45

13
,7
11

6,
33
4
公
共
用
水
域
の
水
質
浄
化
を
図
る
た
め
、
合
併
処
理
浄
化
槽
の
設
置
者
に
対
す
る
助
成
。

5
5

46
8,
25
7

65
,6
00

40
2,
65
7
東
総
地
区
広
域
市
町
村
圏
事
務
組
合
一
般
廃
棄
物
処
理
事
業
特
別
会
計
負
担
金
28
4,
23
2千

円
、
環
境

衛
生
組
合
負
担
金
67
,0
02
千
円
及
び
東
総
衛
生
組
合
負
担
金
11
7,
02
3千

円
。

ゼ
ロ

カ
ー

ボ
ン

推
進

課
5
6

○
4
,6
40

3,
82
0

82
0
家
庭
に
お
け
る
地
球
温
暖
化
対
策
の
推
進
及
び
災
害
時
に
お
け
る
電
力
の
強
靭
化
を
図
る
た
め
、
住
宅

用
設
備
等
の
設
置
費
用
の
一
部
を
助
成
。

5
7

○
新

33
1,
01
4

31
7,
86
9

13
,1
45

ゼ
ロ
カ
ー
ボ
ン
シ
テ
ィ
の
実
現
を
目
指
し
、
公
共
施
設
や
民
間
施
設
へ
の
太
陽
光
発
電
設
備
、
蓄
電

池
、
営
農
型
ソ
ー
ラ
ー
シ
ェ
ア
リ
ン
グ
の
導
入
等
の
実
施
。

健
康
管
理
課

5
8

80
0,
97
3

39
,5
00

76
1,
47
3
国
保
匝
瑳
市
民
病
院
の
医
療
体
制
充
実
及
び
介
護
老
人
保
健
施
設
「
そ
う
さ
ぬ
く
も
り
の
郷
」
の
体
制

確
保
を
図
る
た
め
の
助
成
。

5
9

12
2,
49
7

33
,1
05

15
,0
00

74
,3
92

高
校
生
世
代
ま
で
の
子
ど
も
の
保
険
診
療
医
療
費
の
一
部
負
担
金
の
助
成
。

6
0

1
,9
36

1,
30
9

17
2

45
5
医
療
を
必
要
と
す
る
未
熟
児
に
対
す
る
養
育
に
必
要
な
医
療
の
給
付
。

6
1

1
,0
17

1,
01
7
チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
購
入
費
用
に
対
す
る
助
成
（
対
象
年
齢
：
6歳

未
満
）
。

6
2

21
0

10
5

10
5
骨
髄
移
植
の
ド
ナ
ー
及
び
ド
ナ
ー
が
就
業
す
る
事
業
所
に
対
す
る
助
成
。

6
3

90
,1
36

47
6

89
,6
60

予
防
接
種
法
に
基
づ
く
予
防
接
種
を
個
別
接
種
に
よ
り
実
施
。
ま
た
、
高
齢
者
の
帯
状
疱
疹
、
新
型
コ

ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
等
の
予
防
接
種
に
対
す
る
助
成
。
子
宮
頸
が
ん
ワ
ク
チ
ン
の
積
極
的
勧
奨
と
キ
ャ
ッ
チ

ア
ッ
プ
接
種
の
実
施
。

6
4

○
13
9

13
9
感
染
症
予
防
対
策
の
実
施
。

6
5

1
,8
55

35
2

1,
50
3
疾
患
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
た
め
の
乳
児
、
1歳

6か
月
児
、
3歳

児
健
診
。

6
6

拡
13
,3
59

30
2

13
,0
57

疾
患
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
た
め
の
妊
婦
健
診
及
び
乳
児
健
診
。
令
和
7年

度
か
ら
産
婦
健
診
の

費
用
助
成
を
導
入
し
、
事
業
を
拡
大
。

6
7

1
,2
51

1,
25
1
妊
婦
及
び
未
熟
児
、
乳
幼
児
の
健
康
保
持
増
進
の
た
め
の
家
庭
訪
問
や
面
接
相
談
、
保
健
指
導
。

6
8

1
,1
14

58
7

52
7
歯
科
疾
患
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
た
め
の
妊
婦
歯
科
健
診
及
び
幼
児
歯
科
健
診
。

6
9

12
,8
54

3,
25
7

9,
59
7
休
日
に
お
け
る
救
急
医
療
体
制
を
確
保
す
る
た
め
の
一
次
、
二
次
救
急
医
療
機
関
運
営
事
業
。

7
0

22
7

57
17
0
妊
娠
・
出
産
、
子
育
て
に
関
す
る
悩
み
や
不
安
へ
の
傾
聴
的
相
談
支
援
と
孤
立
化
予
防
。

7
1

○
23
4

19
5

39
妊
娠
期
か
ら
子
育
て
期
に
わ
た
る
切
れ
目
な
い
伴
走
型
の
支
援
事
業
。
安
心
し
て
妊
娠
・
出
産
・
子
育

て
が
で
き
る
環
境
づ
く
り
と
し
て
、
各
種
の
相
談
に
応
じ
、
必
要
な
情
報
提
供
・
助
言
・
保
健
指
導
を

実
施
。

7
2

1
,2
60

94
5

31
5
母
親
へ
の
心
理
的
及
び
身
体
的
な
回
復
の
た
め
の
支
援
や
、
新
生
児
及
び
乳
児
の
状
況
に
応
じ
た
育
児

指
導
を
実
施
。

7
3

38
5

38
5
新
生
児
の
聴
覚
障
害
の
早
期
発
見
・
早
期
療
養
を
図
る
た
め
、
新
生
児
聴
覚
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
検
査
費

用
の
一
部
を
助
成
。

7
4

38
8

38
7

1
生
涯
に
わ
た
り
健
康
な
歯
を
保
て
る
よ
う
、
む
し
歯
予
防
を
目
的
に
フ
ッ
化
物
洗
口
を
実
施
。

7
5

13
,3
50

12
,6
00

75
0
妊
娠
の
届
出
や
出
生
の
届
出
を
行
っ
た
妊
婦
・
子
育
て
家
庭
等
に
対
し
、
出
産
育
児
関
連
用
品
の
購
入

費
用
や
子
育
て
支
援
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
料
の
負
担
軽
減
の
た
め
に
、
出
産
・
子
育
て
応
援
給
付
金
を
給

付
。

病
院
事
業
会
計
助
成
事
業

子
ど
も
医
療
費
助
成
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

未
熟
児
養
育
医
療
給
付
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
※

住
宅
用
設
備
等
脱
炭
素
化
促
進
事
業

地
域
脱
炭
素
推
進
事
業

環
境
測
定
事
業

清
掃
事
務
費

環
境
美
化
推
進
事
業

合
併
処
理
浄
化
槽
設
置
促
進
事
業

チ
ャ
イ
ル
ド
シ
ー
ト
助
成
事
業
　
　
　
　
　
　
　
※

骨
髄
移
植
ド
ナ
ー
支
援
事
業

予
防
接
種
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

感
染
症
予
防
事
業

乳
幼
児
健
康
診
査
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

妊
婦
・
乳
児
委
託
健
康
診
査
事
業
　
　
　
　
　
　
※

母
子
健
康
相
談
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

母
子
歯
科
健
診
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

救
急
医
療
機
関
整
備
事
業

妊
娠
・
出
産
包
括
支
援
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
※

子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

（
母
子
保
健
型
）
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

産
後
ケ
ア
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

新
生
児
聴
覚
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
検
査
事
業
　
　
　
※

フ
ッ
化
物
洗
口
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

出
産
･
子
育
て
応
援
給
付
金
給
付
事
業
　
　
　
　
 
※

水
道
企
業
団
水
道
事
業

一
部
事
務
組
合
へ
の
負
担
金
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国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

公 約

健
康
管
理
課

7
6

72
,4
50

91
1

4,
09
1

67
,4
48

疾
患
の
早
期
発
見
、
早
期
治
療
の
た
め
の
胃
が
ん
、
大
腸
が
ん
、
肺
が
ん
、
乳
が
ん
、
子
宮
が
ん
及
び

前
立
腺
が
ん
検
診
。
胃
が
ん
検
診
受
診
者
に
つ
い
て
は
、
希
望
者
に
対
し
オ
プ
シ
ョ
ン
検
査
と
し
て
胃

が
ん
リ
ス
ク
検
査
を
実
施
。

7
7

○
92
3

92
3
健
康
づ
く
り
へ
の
動
機
づ
け
と
し
て
、
健
（
検
）
診
の
受
診
や
ス
ポ
ー
ツ
活
動
等
に
参
加
し
、
一
定
以

上
の
ポ
イ
ン
ト
を
貯
め
た
市
民
に
対
し
て
、
ポ
イ
ン
ト
を
記
念
品
と
交
換
。

農
林
水
産
課

7
8

○
43
,6
29

12
,3
00

31
,3
29

飼
料
用
米
、
加
工
用
米
等
を
生
産
す
る
農
業
者
に
対
す
る
助
成
。

7
9

4
,4
00

1,
23
3

3,
16
7
農
業
団
体
相
互
の
活
動
支
援
と
農
業
ま
つ
り
開
催
の
た
め
の
助
成
。

8
0

87
9

87
9
有
害
鳥
獣
駆
除
委
託
料
22
0千

円
、
狩
猟
免
許
取
得
促
進
事
業
補
助
金
31
千
円
、
有
害
獣
防
護
柵
設
置

事
業
補
助
金
40
0千

円
等
。

8
1

○
1
,8
18

1,
81
8
農
業
近
代
化
資
金
利
子
補
給
金
1,
81
8千

円
。

8
2

○
1
,0
10

25
2

75
8
本
市
の
植
木
の
豊
富
な
生
産
量
や
生
産
技
術
等
を
広
く
Ｐ
Ｒ
し
、
植
木
ビ
ジ
ネ
ス
の
拡
大
・
発
展
を
図

り
、
「
日
本
一
の
植
木
の
ま
ち
づ
く
り
」
を
推
進
。

8
3

○
10
,9
84

10
,9
84

地
域
外
の
人
材
を
積
極
的
に
誘
致
し
、
地
域
の
資
源
及
び
特
性
を
活
用
し
た
地
域
協
力
活
動
を
通
じ

て
、
地
域
農
業
の
活
性
化
及
び
維
持
強
化
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域
へ
の
人
材
の
定
住
及
び
定
着

を
図
る
。

8
4

○
新

1
,7
52

1,
75
2

生
産
か
ら
消
費
ま
で
一
貫
し
た
有
機
農
業
を
推
進
す
る
。

8
5

6
,7
00

1,
39
5

5,
30
5
都
市
と
農
村
の
交
流
拠
点
と
な
る
「
ふ
れ
あ
い
パ
ー
ク
八
日
市
場
」
の
指
定
管
理
料
等
。

8
6

○
2
,0
43

2,
04
3
家
畜
伝
染
病
の
発
生
を
予
防
し
、
経
営
の
安
定
と
地
域
畜
産
業
の
振
興
を
図
る
。
牛
異
常
産
ワ
ク
チ
ン

接
種
事
業
70
千
円
、
牛
(結

核
病
・
ブ
ル
セ
ラ
病
・
ヨ
ー
ネ
病
)予

防
事
業
3千

円
、
豚
オ
ー
エ
ス
キ
ー

病
防
疫
対
策
事
業
45
千
円
、
豚
熱
予
防
事
業
1,
92
5千

円
。

8
7

40
,0
98

33
,6
91

6,
40
7
県
営
か
ん
が
い
排
水
事
業
（
両
総
茂
原
南
地
区
・
両
総
茂
原
西
部
地
区
）
負
担
金
2,
40
6千

円
、
農
業

基
盤
整
備
促
進
事
業
負
担
金
80
0千

円
、
農
業
経
営
高
度
化
支
援
事
業
補
助
金
33
,6
91
千
円
等
。

8
8

○
33
,0
60

33
,0
60

食
糧
生
産
基
盤
と
し
て
の
機
能
や
地
下
水
の
か
ん
養
、
洪
水
防
止
等
の
多
面
的
な
機
能
を
有
し
、
便
益

を
も
た
ら
す
農
業
水
利
施
設
の
維
持
管
理
及
び
更
新
に
対
す
る
負
担
金
等
。

8
9

36
,6
75

36
,6
75

農
業
用
排
水
路
維
持
管
理
委
託
料
50
0千

円
、
集
落
排
水
負
担
金
35
,0
75
千
円
、
農
業
用
用
排
水
路
改

修
事
業
補
助
金
1,
00
0千

円
等
。

9
0

93
,5
53

70
,1
64

23
,3
89

農
業
の
多
面
的
機
能
を
発
揮
す
る
た
め
の
地
域
活
動
に
対
す
る
支
援
（
30
組
織
）
。

9
1

50
,7
34

19
,5
00

31
,2
34

新
堀
川
排
水
機
場
18
,1
13
千
円
、
野
田
地
区
排
水
機
場
2,
62
5千

円
、
大
布
川
排
水
機
場
26
,2
89
千

円
、
秋
田
川
地
区
3,
70
7千

円
。

9
2

1
,3
19

1,
31
9
農
道
等
維
持
修
繕
料
30
0千

円
、
農
道
維
持
管
理
委
託
料
45
0千

円
、
維
持
補
修
工
事
費
45
0千

円
等
。

9
3

1
,6
28

1,
62
8
地
域
伝
統
漁
業
育
成
事
業
補
助
金
1,
50
0千

円
、
ま
き
網
漁
業
振
興
対
策
資
金
助
成
金
11
2千

円
、
旭
水

産
加
工
組
合
補
助
金
16
千
円
。

9
4

3
,2
02

3,
20
2
不
漁
時
の
際
に
補
償
さ
れ
る
漁
業
共
済
掛
金
に
対
す
る
助
成
。

商
工
観
光
課

9
5

7
,1
50

7,
15
0
(公

社
)千

葉
県
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
連
合
会
賛
助
会
費
15
0千

円
、
（
公
社
）
匝
瑳
市
シ
ル
バ
ー

人
材
セ
ン
タ
ー
の
運
営
に
対
す
る
補
助
金
7,
00
0千

円
。

商
工
観
光
課

9
6

35
5

23
1

12
4
消
費
生
活
セ
ン
タ
ー
に
お
け
る
市
民
か
ら
の
消
費
者
ト
ラ
ブ
ル
に
関
す
る
相
談
業
務
、
消
費
者
被
害
防

止
の
た
め
の
啓
発
事
業
・
出
前
講
座
の
実
施
。
新
た
な
消
費
生
活
相
談
支
援
シ
ス
テ
ム
へ
の
移
行
に
向

け
た
環
境
整
備
。

商
工
観
光
課

9
7

○
14
,0
20

2,
56
4

11
,4
56

商
工
会
事
業
、
歳
末
ジ
ャ
ン
ボ
宝
く
じ
事
業
、
八
重
垣
市
場
事
業
、
創
業
支
援
促
進
事
業
、
創
業
機
運

醸
成
事
業
、
商
店
街
駐
車
場
維
持
管
理
事
業
、
商
業
協
同
組
合
事
業
へ
助
成
。

9
8

○
90
,0
01

90
,0
00

1
中
小
企
業
者
の
振
興
を
図
る
た
め
、
信
用
保
証
に
よ
る
制
度
融
資
を
実
施
。
90
,0
00
千
円
を
金
融
機
関

に
預
託
し
、
融
資
の
原
資
と
す
る
。
事
業
資
金
、
小
売
商
業
設
備
近
代
化
資
金
、
小
口
零
細
企
業
資

金
。

商
工
観
光
課

9
9

○
6
,8
84

6,
88
4
中
小
企
業
者
借
入
金
利
子
補
給
金
6,
52
4千

円
、
創
業
資
金
利
子
補
給
金
15
8千

円
、
小
規
模
事
業
者
経

営
改
善
資
金
利
子
補
給
金
20
2千

円
。

が
ん
検
診
事
業

健
康
マ
イ
レ
ー
ジ
事
業

シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
運
営
事
業

飼
料
用
米
等
生
産
拡
大
支
援
事
業

匝
瑳
市
農
業
振
興
会
助
成
事
業

有
害
鳥
獣
駆
除
事
業

制
度
資
金
利
子
補
給
事
業

消
費
者
保
護
対
策
事
業

商
工
業
振
興
事
務
費

中
小
企
業
資
金
融
資
事
業

制
度
資
金
利
子
補
給
事
業

水
産
振
興
事
業

植
木
振
興
対
策
事
業

有
機
農
業
推
進
事
業

ふ
れ
あ
い
パ
ー
ク
八
日
市
場
管
理
費

畜
産
防
疫
対
策
事
業

土
地
改
良
助
成
事
業

地
域
お
こ
し
協
力
隊
事
業

排
水
機
場
維
持
管
理
費

排
水
路
整
備
事
業
費

多
面
的
機
能
支
払
事
業

基
幹
水
利
施
設
ス
ト
ッ
ク
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
事
業

農
道
維
持
管
理
事
業

漁
業
共
済
掛
金
助
成
事
業
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国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

公 約

商
工
観
光
課

1
00

○
40
0

40
0
企
業
誘
致
条
例
の
条
件
を
満
た
す
事
業
者
が
市
民
を
新
規
雇
用
し
た
場
合
に
補
助
金
を
交
付
。
雇
用
1

名
に
つ
き
20
0千

円
（
上
限
10
,0
00
千
円
）
を
補
助
。

1
01

○
拡

5
,6
74

1,
49
1

4,
18
3
空
き
店
舗
を
賃
借
し
事
業
を
行
う
者
に
対
し
補
助
金
を
交
付
。
店
舗
改
修
費
の
1/
2（

上
限
80
0千

円
）
、
賃
料
の
1/
2（

上
限
50
千
円
／
月
、
2年

間
）
を
補
助
。
な
お
、
旧
野
栄
町
の
区
域
に
お
い
て

は
、
店
舗
改
修
費
の
補
助
率
を
2/
3（

上
限
1,
10
0千

円
）
に
引
上
げ
。

商
工
観
光
課

1
02

○
7
,7
68

7,
76
8
企
業
誘
致
活
動
に
伴
う
旅
費
、
産
業
用
地
整
備
支
援
業
務
委
託
料
等
。

商
工
観
光
課

1
03

○
4
,1
73

2,
61
0

1,
56
3
公
衆
無
線
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
観
光
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
運
用
経
費
43
5千

円
、
チ
ュ
ー
リ
ッ
プ
ま
つ
り
補
助
金
66
0

千
円
、
市
民
（
よ
か
っ
ぺ
）
ま
つ
り
補
助
金
2,
70
0千

円
等
。

商
工
観
光
課

1
04

○
2
,8
48

2,
84
8
観
光
協
会
が
行
う
観
光
Ｐ
Ｒ
事
業
に
対
す
る
助
成
。

商
工
観
光
課

1
05

○
1
,9
86

1,
98
6
飯
高
檀
林
等
観
光
ガ
イ
ド
事
業
を
観
光
協
会
へ
委
託
。

商
工
観
光
課

1
06

○
9
,8
89

9,
88
9
そ
う
さ
観
光
物
産
セ
ン
タ
ー
匝
り
の
里
の
指
定
管
理
料
、
観
光
案
内
業
務
交
付
金
等
。

商
工
観
光
課

1
07

○
5
,4
92

5,
49
2
地
域
外
の
人
材
を
積
極
的
に
誘
致
し
、
地
域
の
資
源
及
び
特
性
を
活
用
し
た
地
域
協
力
活
動
を
通
じ

て
、
地
域
の
活
性
化
及
び
地
域
力
の
維
持
強
化
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域
へ
の
人
材
の
定
住
及
び

定
着
を
図
る
。

商
工
観
光
課

1
08

10
,7
46

52
6

10
,2
20

勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
の
施
設
運
営
管
理
。

都
市
整
備
課

1
09

○
1
,8
72

1,
87
2
都
市
下
水
路
の
維
持
管
理
。

1
10

41
,3
05

81
8

40
,4
87

都
市
公
園
の
維
持
管
理
。

1
11

8
,3
87

8,
38
7
児
童
遊
園
等
の
維
持
管
理
。
い
い
ぐ
ら
団
地
児
童
遊
園
擁
壁
改
修
工
事
費
等
。

1
12

12
,4
34

13
5

12
,2
99

野
栄
ふ
れ
あ
い
公
園
の
維
持
管
理
。

1
13

8
,5
46

2
8,
54
4
八
日
市
場
駅
北
口
広
場
、
南
口
広
場
、
自
由
通
路
及
び
飯
倉
駅
前
広
場
等
の
維
持
管
理
。

1
14

3
,3
40

2,
09
6

1,
24
4
市
営
住
宅
の
維
持
管
理
。

1
15

拡
3
,2
99

2,
43
0

86
9
木
造
住
宅
耐
震
診
断
費
補
助
金
24
0千

円
、
木
造
住
宅
耐
震
改
修
補
助
金
3,
00
0千

円
等
。

1
16

38
7

38
7
空
家
等
の
所
有
者
確
認
、
応
急
措
置
。

1
17

5
,7
68

2,
58
7

3,
18
1
住
宅
の
リ
フ
ォ
ー
ム
工
事
に
対
す
る
補
助
金
。

1
18

○
50
8

35
0

15
8
地
震
等
に
よ
り
倒
壊
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
危
険
な
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
塀
等
の
除
却
に
対
す
る
補

助
金
。

建
設
課

1
19

○
66
,4
64

66
,4
64

市
内
一
円
の
舗
装
補
修
工
事
費
41
,0
00
千
円
等
。

1
20

○
57
,8
42

2,
50
0

45
,3
00

10
,0
42

委
託
料
7,
44
2千

円
、
市
内
一
円
の
舗
装
修
繕
工
事
費
50
,4
00
千
円
。

1
21

○
96
,3
67

96
,3
67

市
内
一
円
の
舗
装
新
設
改
良
工
事
費
91
,0
00
千
円
等
。

1
22

32
,1
48

8,
67
0

3,
80
0

5,
00
0

14
,6
78

市
内
一
円
の
交
通
安
全
対
策
工
事
費
及
び
通
学
路
安
全
対
策
工
事
費
21
,0
00
千
円
等
。

1
23

○
18
,9
28

18
,9
28

市
内
一
円
の
排
水
整
備
工
事
費
13
,0
00
千
円
等
。

1
24

○
24
,0
95

8,
80
0

6,
40
0

8,
89
5
橋
梁
補
修
設
計
業
務
委
託
料
11
,4
95
千
円
、
橋
り
ょ
う
補
修
工
事
費
12
,6
00
千
円
。

1
25

3
,5
00

3,
50
0
（
仮
称
）
大
布
川
市
道
橋
建
設
事
業
負
担
金
3,
50
0千

円
。

1
26

40
,0
00

32
,4
00

4,
00
0

3,
60
0
県
が
実
施
す
る
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業
に
対
す
る
負
担
金
40
,0
00
千
円
。

福
祉
課

1
27

19
,6
22

14
,6
68

4,
95
4
日
常
生
活
に
お
い
て
常
時
特
別
の
介
護
を
要
す
る
在
宅
重
度
障
害
者
(児

)に
対
す
る
手
当
の
支
給
｡

1
28

60
,1
75

27
,9
01

7,
70
0

4,
14
3

20
,4
31

重
度
心
身
障
害
者
(児

)に
対
す
る
医
療
費
等
の
自
己
負
担
分
の
助
成
。

飯
高
檀
林
等
観
光
ガ
イ
ド
事
業

そ
う
さ
観
光
物
産
セ
ン
タ
ー
匝
り
の
里
管
理
費

地
域
お
こ
し
協
力
隊
事
業

企
業
誘
致
促
進
事
業

空
き
店
舗
活
用
支
援
事
業

都
市
下
水
路
維
持
管
理
費

都
市
公
園
維
持
管
理
費

児
童
遊
園
維
持
管
理
費

住
宅
リ
フ
ォ
ー
ム
補
助
事
業

危
険
コ
ン
ク
リ
ー
ト
ブ
ロ
ッ
ク
塀
等
除
却
事
業

道
路
維
持
事
業

空
家
等
対
策
費

勤
労
青
少
年
ホ
ー
ム
管
理
費

産
業
用
地
整
備
推
進
事
業

観
光
対
策
事
業

観
光
協
会
助
成
事
業

道
路
新
設
改
良
事
業

交
通
安
全
対
策
事
業

排
水
路
整
備
事
業
費

橋
り
ょ
う
維
持
事
業

橋
り
ょ
う
新
設
改
良
事
業

ふ
れ
あ
い
公
園
維
持
管
理
費

都
市
計
画
施
設
維
持
管
理
費

市
営
住
宅
維
持
管
理
費

住
宅
耐
震
促
進
事
業

吉
田
地
先
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
事
業

舗
装
修
繕
事
業

特
別
障
害
者
手
当
等
給
付
事
業

重
度
心
身
障
害
者
(児

)
医
療
給
付
改
善
事
業
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国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

公 約

福
祉
課

1
29

6
,9
05

6,
90
5
千
葉
県
特
定
疾
患
治
療
研
究
事
業
実
施
要
綱
等
に
規
定
す
る
難
病
と
認
定
さ
れ
た
者
に
対
す
る
入
院
又

は
通
院
治
療
に
係
る
給
付
金
の
支
給
。

1
30

18
,8
25

18
,8
25

匝
瑳
市
社
会
福
祉
協
議
会
に
係
る
運
営
費
の
う
ち
、
職
員
人
件
費
の
一
部
を
助
成
す
る
こ
と
に
よ
り
、

同
会
の
安
定
し
た
運
営
基
盤
を
確
立
し
、
事
業
の
充
実
を
図
る
。

1
31

75
0,
52
6

56
1,
91
3

18
8,
61
3
障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
基
づ
く
、
福
祉
サ
ー
ビ
ス

に
要
す
る
費
用
の
支
給
(介

護
給
付
費
、
訓
練
等
給
付
費
、
自
立
支
援
医
療
費
、
補
装
具
費
等
)。

1
32

72
,7
13

27
,0
40

45
,6
73

障
害
者
の
日
常
生
活
及
び
社
会
生
活
を
総
合
的
に
支
援
す
る
た
め
の
法
律
に
基
づ
く
、
地
域
生
活
支
援

を
目
的
と
し
た
福
祉
サ
ー
ビ
ス
。

1
33

3
,4
10

81
2

2,
59
8
重
度
心
身
障
害
者
等
に
対
す
る
通
院
等
の
た
め
の
タ
ク
シ
ー
利
用
料
金
の
全
部
又
は
一
部
の
助
成
。

1
34

25
,3
59

18
,4
09

6,
95
0
在
宅
の
障
害
者
で
あ
っ
て
、
雇
用
さ
れ
る
こ
と
が
困
難
な
者
に
対
し
、
仕
事
を
与
え
る
と
と
も
に
、
生

活
指
導
を
併
せ
て
行
い
、
そ
の
自
立
を
助
長
さ
せ
る
事
業
所
の
運
営
に
係
る
指
定
管
理
料
等
。

1
35

新
3
,3
00

3,
30
0

現
行
の
計
画
が
令
和
8年

度
で
終
了
す
る
こ
と
か
ら
、
次
期
計
画
の
策
定
に
向
け
て
令
和
7年

度
・
8年

度
の
2か

年
を
計
画
策
定
期
間
と
し
、
令
和
7年

度
に
は
市
民
ニ
ー
ズ
調
査
等
を
実
施
。

1
36

6
,5
16

4,
86
0

1,
65
6
中
国
残
留
邦
人
に
対
す
る
生
活
支
援
給
付
金
等
の
支
給
。

1
37

5
,5
00

2,
75
0

2,
75
0
障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
の
運
営
者
に
対
し
、
運
営
費
等
を
助
成
。

1
38

11
,9
77

8,
98
3

2,
99
4
生
活
困
窮
者
か
ら
の
相
談
対
応
、
プ
ラ
ン
の
作
成
、
関
係
機
関
と
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
作
り
。
離
職
者
か

つ
所
得
等
が
一
定
水
準
以
下
の
者
に
対
し
て
、
有
期
で
家
賃
相
当
額
を
給
付
。

1
39

10
,5
34

5,
26
6

5,
26
8
重
度
の
強
度
行
動
障
害
の
あ
る
者
へ
の
支
援
を
行
う
た
め
、
支
援
員
の
追
加
配
置
に
対
し
て
補
助
金
を

交
付
。

1
40

53
9,
06
2

48
5,
28
0

53
,7
82

18
歳
ま
で
の
児
童
を
養
育
又
は
監
護
し
て
い
る
者
に
対
す
る
手
当
の
支
給
。

1
41

10
0,
02
6

33
,2
49

66
,7
77

18
歳
ま
で
（
心
身
に
一
定
の
障
害
が
あ
る
場
合
は
20
歳
ま
で
）
の
児
童
が
い
る
母
子
・
父
子
家
庭
等
に

対
す
る
手
当
の
支
給
。

1
42

13
,0
08

6,
42
7

6,
58
1
母
子
・
父
子
家
庭
及
び
両
親
の
い
な
い
児
童
を
養
育
す
る
者
の
家
庭
に
対
し
、
児
童
及
び
父
母
等
の
医

療
費
等
の
自
己
負
担
分
を
一
部
助
成
。

1
43

5
,1
97

3,
46
4

1,
73
3
子
育
て
親
子
が
気
軽
に
集
い
、
相
互
の
交
流
を
図
る
場
の
提
供
。
子
育
て
の
情
報
提
供
や
子
育
て
支
援

講
習
の
実
施
。

1
44

13
7,
04
9

10
2,
54
7

34
,5
02

児
童
福
祉
法
に
基
づ
く
障
害
児
通
所
サ
ー
ビ
ス
(児

童
発
達
支
援
、
放
課
後
等
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
等
)の

利
用
に
要
す
る
費
用
の
給
付
。

1
45

31
,9
73

10
,0
32

21
,9
41

就
学
前
の
在
宅
の
心
身
障
害
児
及
び
そ
の
保
護
者
に
対
し
て
、
日
常
生
活
に
お
け
る
基
本
動
作
の
指
導

や
集
団
生
活
へ
の
適
応
の
訓
練
等
を
行
う
、
「
児
童
発
達
支
援
セ
ン
タ
ー
マ
ザ
ー
ズ
ホ
ー
ム
」
の
運
営

委
託
等
。

1
46

1
,7
76

1,
33
2

44
4
母
子
・
父
子
家
庭
の
自
立
の
支
援
を
図
る
た
め
、
就
職
に
有
利
な
教
育
訓
練
及
び
資
格
取
得
の
た
め
の

訓
練
の
受
講
に
係
る
費
用
の
一
部
又
は
訓
練
促
進
費
を
支
給
。

1
47

32
,4
72

21
,6
46

10
,8
26

放
課
後
や
週
末
等
に
児
童
が
安
心
し
て
生
活
で
き
る
居
場
所
を
確
保
す
る
と
と
も
に
、
児
童
の
福
祉
を

増
進
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
助
成
。

1
48

24
,0
90

16
,4
25

7,
66
5
市
立
保
育
所
4園

の
管
理
運
営
。
豊
栄
保
育
所
に
お
け
る
土
曜
日
延
長
保
育
の
実
施
。
18
歳
ま
で
の
子

ど
も
が
3人

以
上
い
る
家
庭
を
対
象
と
し
た
第
3子

以
降
の
保
育
料
無
料
化
の
実
施
。

1
49

12
,9
69

8,
86
1

4,
10
8
家
庭
に
お
い
て
一
時
的
に
保
育
を
受
け
る
こ
と
が
困
難
と
な
っ
た
乳
幼
児
を
保
育
す
る
事
業
を
実
施
し

た
私
立
保
育
所
に
対
し
、
必
要
な
経
費
を
助
成
。

1
50

54
,5
73

24
,4
94

30
,0
79

保
育
士
の
労
働
条
件
の
改
善
と
保
育
内
容
の
充
実
を
図
る
た
め
、
保
育
士
定
数
を
超
え
て
保
育
士
を
配

置
す
る
た
め
に
必
要
な
経
費
を
助
成
。

1
51

63
5

63
5
障
害
児
を
受
け
入
れ
、
県
の
補
助
制
度
を
超
え
て
保
育
士
を
加
配
し
た
私
立
保
育
所
等
へ
助
成
。

1
52

66
8,
29
7

45
3,
75
1

30
,9
32

18
3,
61
4
教
育
・
保
育
内
容
の
充
実
を
図
る
た
め
、
未
就
学
児
童
が
特
定
教
育
・
保
育
施
設
（
幼
稚
園
・
保
育
所

等
）
を
利
用
す
る
際
、
当
該
施
設
に
対
し
て
施
設
型
給
付
費
を
支
給
。

難
病
療
養
者
給
付
金
支
給
事
業

社
会
福
祉
協
議
会
助
成
事
業

つ
ど
い
の
広
場
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

自
立
支
援
給
付
事
業

地
域
生
活
支
援
事
業

福
祉
タ
ク
シ
ー
利
用
助
成
事
業

一
時
預
か
り
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

就
労
支
援
事
業
所
運
営
事
業

中
国
残
留
邦
人
支
援
事
業

障
害
者
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
運
営
費
補
助
事
業

障
害
児
支
援
給
付
事
業

マ
ザ
ー
ズ
ホ
ー
ム
運
営
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
※

母
子
家
庭
等
対
策
総
合
支
援
事
業
　
　
　
　
　
　
※

障
害
者
計
画
策
定
事
業

生
活
困
窮
者
自
立
支
援
事
業

重
度
の
強
度
行
動
障
害
加
算
事
業

児
童
手
当
支
給
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

児
童
扶
養
手
当
・
特
別
児
童
扶
養
手
当
支
給
事
業
※

ひ
と
り
親
家
庭
等
医
療
費
等
助
成
事
業
　
　
　
　
※

障
害
児
保
育
補
助
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

保
育
士
配
置
改
善
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

放
課
後
児
童
健
全
育
成
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
※

市
立
保
育
所
管
理
費
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

施
設
型
給
付
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※
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国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

公 約

福
祉
課

1
53

25
,1
60

12
,5
80

12
,5
80

1日
6時

間
以
上
か
つ
月
20
日
以
上
私
立
保
育
所
等
に
勤
務
す
る
保
育
士
に
月
額
20
,0
00
円
の
処
遇
改
善

を
行
う
事
業
者
に
対
し
、
そ
の
経
費
を
助
成
。

1
54

○
34
,3
96

22
,9
28

11
,4
68

保
護
者
の
就
労
等
に
よ
り
、
病
気
の
児
童
の
自
宅
で
の
保
育
が
困
難
な
場
合
に
、
病
気
の
児
童
を
一
時

的
に
保
育
す
る
施
設
に
対
し
、
必
要
な
経
費
を
助
成
。

1
55

67
6,
86
1

50
7,
64
5

1
16
9,
21
5
健
康
で
文
化
的
な
最
低
限
度
の
生
活
を
保
障
し
、
自
立
の
助
長
を
図
る
た
め
の
公
的
扶
助
。

ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー

1
56

2
0,
45
3

1,
87
9

18
,5
74

ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
維
持
管
理
費
。

高
齢
者
支
援
課

1
57

93
,7
92

7,
45
3

86
,3
39

養
護
老
人
ホ
ー
ム
入
所
措
置
。

1
58

11
,7
27

95
0

10
,7
77

外
出
支
援
サ
ー
ビ
ス
、
緊
急
通
報
装
置
貸
与
等
。

1
59

新
2
,1
74

2,
17
4
成
年
後
見
制
度
を
周
知
し
、
制
度
の
利
用
促
進
を
図
る
機
能
を
担
う
中
核
機
関
の
設
置
。

1
60

64
1,
64
0

27
,8
56

61
3,
78
4

介
護
給
付
費
繰
出
金
47
1,
66
2千

円
、
地
域
支
援
事
業
繰
出
金
（
介
護
予
防
・
日
常
生
活
総
合
支
援
事

業
）
12
,9
24
千
円
、
地
域
支
援
事
業
繰
出
金
（
そ
の
他
地
域
支
援
事
業
）
13
,7
54
千
円
、
低
所
得
者
保

険
料
軽
減
繰
出
金
37
,1
43
千
円
、
一
般
管
理
費
等
繰
出
金
79
,4
54
千
円
、
事
務
費
繰
出
金
26
,7
03
千

円
。

野
栄
総
合
支
所

1
61

23
,9
25

93
23
,8
32

施
設
設
備
保
守
管
理
、
庁
舎
警
備
業
務
、
清
掃
業
務
委
託
、
高
圧
受
変
電
設
備
改
修
工
事
等
。

学
校
教
育
課

1
62

3
,3
92

82
8

2,
56
4
小
・
中
学
校
で
の
外
国
語
教
育
、
幼
稚
園
で
の
国
際
交
流
の
た
め
、
3人

の
Ａ
Ｌ
Ｔ
（
外
国
語
指
導
助

手
）
を
配
置
す
る
。

1
63

9
,8
12

6,
47
4

3,
33
8
保
護
者
が
仕
事
等
で
昼
間
家
庭
に
い
な
い
児
童
に
対
し
て
、
授
業
終
了
後
に
、
遊
び
や
生
活
の
場
を
提

供
し
、
そ
の
健
全
な
育
成
を
図
る
。
11
児
童
ク
ラ
ブ
運
営
。

1
64

1
,2
03

76
1

27
7

16
5
児
童
に
放
課
後
の
安
全
・
安
心
な
活
動
場
所
を
提
供
し
、
様
々
な
学
び
や
体
験
活
動
を
通
し
て
生
き
る

力
の
向
上
を
図
る
。
吉
田
小
、
豊
和
小
、
八
日
市
場
小
の
3箇

所
で
実
施
。

1
65

2
,6
12

2,
61
2
各
教
科
の
発
表
会
や
作
品
展
及
び
コ
ン
ク
ー
ル
を
開
催
す
る
こ
と
に
よ
り
、
児
童
生
徒
の
文
化
的
資
質

の
向
上
を
図
る
。

1
66

5
,0
75

53
2

4,
54
3
小
学
校
の
管
理
運
営
に
係
る
経
費
。

1
67

21
,2
66

1,
81
4

19
,4
52

平
和
小
学
校
電
気
設
備
改
修
工
事
等
。

1
68

20
,9
00

20
,9
00

小
学
校
の
統
廃
合
に
よ
り
閉
校
と
な
っ
た
通
学
区
域
児
童
の
登
下
校
の
た
め
、
ス
ク
ー
ル
バ
ス
を
運
行

す
る
。

1
69

校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
活
用
事
業
(
小
学
校
)

5
,7
70

5,
77
0
小
学
校
教
職
員
の
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
活
用
に
よ
り
、
職
員
の
事
務
処
理
の
効
率
性
及
び
正
確
性
を

確
保
す
る
。

1
70

学
習
用
パ
ソ
コ
ン
活
用
事
業
(小

学
校
)

20
6,
68
3

51
,4
06

15
5,
27
7
小
学
校
に
お
い
て
、
1人

に
つ
き
1台

を
整
備
し
た
タ
ブ
レ
ッ
ト
型
端
末
の
活
用
に
よ
り
、
児
童
の
情
報

活
用
能
力
の
育
成
や
創
造
性
を
育
む
。
令
和
8年

度
の
更
新
に
向
け
た
タ
ブ
レ
ッ
ト
型
端
末
の
購
入
。

1
71

校
務
用
パ
ソ
コ
ン
活
用
事
業
(小

学
校
)

7
,7
66

7,
76
6
教
職
員
の
校
務
用
パ
ソ
コ
ン
等
情
報
機
器
類
及
び
周
辺
機
器
等
、
ま
た
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
・
サ
ー
バ
ー

機
器
等
の
保
守
・
運
用
を
行
う
。

1
72

2
,8
55

45
2,
81
0
中
学
校
の
管
理
運
営
に
係
る
経
費
。

1
73

3
,3
00

1,
36
1

1,
93
9
消
防
設
備
改
修
工
事
等
。

1
74

校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
活
用
事
業
(
中
学
校
)

1
,7
32

1,
73
2
中
学
校
教
職
員
の
校
務
支
援
シ
ス
テ
ム
の
活
用
に
よ
り
、
職
員
の
事
務
処
理
の
効
率
性
及
び
正
確
性
を

確
保
す
る
。

1
75

学
習
用
パ
ソ
コ
ン
活
用
事
業
(中

学
校
)

11
6,
22
3

29
,5
90

86
,6
33

中
学
校
に
お
い
て
、
1人

に
つ
き
1台

を
整
備
し
た
タ
ブ
レ
ッ
ト
型
端
末
の
活
用
に
よ
り
、
生
徒
の
情
報

活
用
能
力
の
育
成
や
創
造
性
を
育
む
。
令
和
8年

度
の
更
新
に
向
け
た
タ
ブ
レ
ッ
ト
型
端
末
の
購
入
。

1
76

校
務
用
パ
ソ
コ
ン
活
用
事
業
(中

学
校
)

5
,2
78

5,
27
8
教
職
員
の
校
務
用
パ
ソ
コ
ン
等
情
報
機
器
類
及
び
周
辺
機
器
等
、
ま
た
デ
ー
タ
セ
ン
タ
ー
・
サ
ー
バ
ー

機
器
等
の
保
守
・
運
用
を
行
う
。

1
77

5
,7
37

69
5

12
5,
03
0
幼
稚
園
の
管
理
運
営
に
係
る
経
費
。

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー

1
78

35
6,
55
7

31
,1
27

11
1,
39
8

21
4,
03
2
学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
の
運
営
管
理
（
給
食
稼
働
日
数
19
2日

）
。
国
の
物
価
高
騰
対
応
重
点
支
援
地
方

創
生
臨
時
交
付
金
を
活
用
し
た
市
立
中
学
校
第
3学

年
の
生
徒
の
給
食
費
の
免
除
。

総
合
支
所
管
理
費

外
国
青
年
招
致
事
業

放
課
後
児
童
ク
ラ
ブ
育
成
事
業

放
課
後
子
ど
も
教
室
推
進
事
業

保
育
士
処
遇
改
善
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

病
児
・
病
後
児
保
育
事
業
　
　
　
　
　
　
　
　
　
※

成
年
後
見
制
度
利
用
促
進
事
業

小
学
校
管
理
費

小
学
校
施
設
整
備
事
業

ス
ク
ー
ル
バ
ス
運
行
事
業

ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
管
理
費

生
活
保
護
扶
助
費

老
人
保
護
措
置
費

在
宅
高
齢
者
福
祉
事
業

介
護
保
険
特
別
会
計
繰
出
金

幼
稚
園
管
理
費

学
校
給
食
セ
ン
タ
ー
管
理
費

教
科
別
研
究
事
業

中
学
校
管
理
費

中
学
校
施
設
整
備
事
業

- 16 -



国
県
支
出
金

地
方
債

そ
の
他

一
般
財
源

担
　
当
　
課

区 分
事
　
業
　
名

事
業
費

左
　
の
　
財
　
源
　
内
　
訳

主
　
な
　
事
　
業
　
内
　
容

公 約

生
涯
学
習
課

1
79

1
,5
36

1,
53
6
市
子
ど
も
会
・
市
文
化
団
体
協
議
会
等
の
社
会
教
育
関
係
団
体
に
対
す
る
助
成
。

1
80

○
8
,3
07

30
0

8,
00
7
文
化
財
の
保
護
活
用
に
係
る
経
費
。
飯
高
檀
林
コ
ン
サ
ー
ト
補
助
金
1,
00
0千

円
等
。

1
81

11
,9
26

38
2

11
,5
44

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
の
維
持
管
理
。

1
82

2
,5
83

21
0

2,
37
3
各
種
ス
ポ
ー
ツ
大
会
、
ス
ポ
ー
ツ
教
室
等
の
開
催
委
託
等
。

1
83

6
,5
50

6,
55
0
市
ス
ポ
ー
ツ
協
会
・
総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
に
対
す
る
助
成
、
東
部
五
市
体
育
大
会
の
運
営
に

対
す
る
助
成
。

1
84

20
,2
68

4,
48
6

15
,7
82

八
日
市
場
ド
ー
ム
の
維
持
管
理
。

1
85

25
,8
71

2,
52
9

23
,3
42

ふ
れ
あ
い
ス
ポ
ー
ツ
ラ
ン
ド
（
の
さ
か
ア
リ
ー
ナ
･さ

ざ
ん
か
広
場
）
の
維
持
管
理
。

1
86

12
,0
37

2,
73
4

9,
30
3
パ
ー
ク
ゴ
ル
フ
場
の
維
持
管
理
及
び
施
設
運
営
。

公
民
館

1
87

3
,6
77

73
5

2,
94
2
八
日
市
場
公
民
館
の
管
理
運
営
。

1
88

25
0

25
0
公
民
館
講
座
・
高
齢
者
教
室
（
寿
大
学
）
及
び
公
民
館
サ
ー
ク
ル
の
活
動
の
成
果
を
発
表
す
る
場
で
あ

る
公
民
館
ま
つ
り
の
開
催
。

1
89

78
9

78
9
高
齢
者
の
生
涯
学
習
を
推
進
す
る
各
種
教
室
の
開
催
。

1
90

1
,7
03

1,
70
3
市
民
の
生
涯
学
習
を
推
進
す
る
各
種
講
座
の
開
催
。

図
書
館

1
91

11
,5
52

33
11
,5
19

八
日
市
場
図
書
館
、
の
さ
か
図
書
館
の
管
理
運
営
。

1
92

14
,4
62

14
,4
62

八
日
市
場
図
書
館
、
の
さ
か
図
書
館
の
図
書
資
料
購
入
等
。

1
93

43
,1
46

43
,1
46

八
日
市
場
図
書
館
・
公
民
館
の
維
持
管
理
。

公
民
館
管
理
費

公
民
館
ま
つ
り
開
催
事
業

高
齢
者
教
室
開
催
事
業

公
民
館
講
座
開
催
事
業

保
健
体
育
団
体
育
成
事
業

ド
ー
ム
管
理
費

ア
リ
ー
ナ
管
理
費

パ
ー
ク
ゴ
ル
フ
場
管
理
費

図
書
館
管
理
費

読
書
普
及
促
進
事
業

施
設
維
持
管
理
費

ス
ポ
ー
ツ
健
康
推
進
事
業

社
会
教
育
団
体
育
成
事
業

文
化
財
保
護
活
用
事
業

生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
管
理
費
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Ⅳ 特別会計当初予算の概要 

 

 

 

 

 

・ 国民健康保険特別会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２０ページ 

・ 後期高齢者医療特別会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２３ページ 

・ 介護保険特別会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２５ページ 

・ 病院事業会計 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥２７ページ 
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市民課国保年金班

0479-73-0086

１　令和７年度国民健康保険特別会計当初予算の状況

２　歳入予算

（単位：千円）

款
７年度

①
６年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

備　　考

１． 国民健康保険税 760,590 761,413 ▲ 823 ▲ 0.1% 被保険者の保険税

２． 一部負担金 1 1 0 0.0%

３． 使用料及び手数料 1 1 0 0.0%

４． 国庫支出金 1 1 0 0.0% 国が負担する額

５． 県支出金 3,267,283 3,307,322 ▲ 40,039 ▲ 1.2% 県が負担する額

６． 財産収入 130 2 128 6400.0%

７． 繰入金 531,927 520,393 11,534 2.2% 市が負担する額、基金取り崩し分

８． 繰越金 1 1 0 0.0%

９． 諸収入 9,320 11,474 ▲ 2,154 ▲ 18.8% 延滞金、返納金、負担金など

計 4,569,254 4,600,608 ▲ 31,354 ▲ 0.7%

≪主な増減要因≫

（１）国民健康保険税

　　 被保険者数の減少

（２）県支出金

　　 普通交付金の減少

（３）諸収入

令和７年度匝瑳市国民健康保険特別会計当初予算の概要

　国民健康保険給付の財源は公費が50％（国・県）、国保税、市の繰入金等で50％となっています。
　被保険者数の減少が見込まれることにより、歳入の国民健康保険税は0.１％の減少が見込まれる
とともに、歳出の保険給付費についても0.6％の減少が見込まれます。

　令和７年度の国民健康保険特別会計の当初予算の歳入歳出総額は、対前年度当初予算比0.7％、3,135万
4千円減の45億6,925万4千円となりました。

　　 延滞金の減少
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３　歳出予算

（単位：千円）

款
７年度

①
６年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

備     考

１． 総務費 86,442 84,075 2,367 2.8% 総務管理費、徴税費など

２． 保険給付費 3,226,216 3,247,192 ▲ 20,976 ▲ 0.6% 診療費等の保険者(市)負担分

３． 国民健康保険事業費納付金 1,161,791 1,176,063 ▲ 14,272 ▲ 1.2%

４． 共同事業拠出金 1 1 0 0.0% 保険財政共同安定化事業拠出金など

５． 保健事業費 61,322 61,922 ▲ 600 ▲ 1.0% 特定健診、人間ドックなど

６． 基金積立金 130 2 128 6400.0%

７． 公債費 1 1 0 0.0%

８． 諸支出金 18,351 16,352 1,999 12.2% 還付金、償還金、直診繰出金など

９． 予備費 15,000 15,000 0 0.0%

計 4,569,254 4,600,608 ▲ 31,354 ▲ 0.7%

≪主な増減要因≫

（１）保険給付費

　　被保険者数の減少

（２）国民健康保険事業費納付金

　　被保険者数の減少

（３）諸支出金

　　直診診療施設繰出金の増加

４　国保加入世帯数、被保険者数（各年度12月31日現在）

（単位：世帯、人）

区　　分
６年度

①
５年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

世帯数 5,345 5,503 ▲ 158 ▲ 2.9%

世帯加入率 35.7 37.0 ▲ 1.3 ▲ 3.5%

被保険者数 8,344 8,809 ▲ 465 ▲ 5.3%

被保険者加入率 25.1 26.1 ▲ 1.0 ▲ 3.8%

５　保険給付費の状況（当初予算ベース）

（単位：千円）

区　　分
７年度

①
６年度

②
比較

③=①-②
増減率
③/②

備　　考

療養給付費 2,784,000 2,784,235 ▲ 235 ▲ 0.0% 医療機関窓口での保険者(市)負担分

療養費 25,816 30,054 ▲ 4,238 ▲ 14.1% 柔道整復、治療用装具等への給付

審査支払手数料 5,536 5,790 ▲ 254 ▲ 4.4% 国保連合会への支払手数料

高額療養費 392,257 408,505 ▲ 16,248 ▲ 4.0% 高額療養費の給付

移送費 100 101 ▲ 1 ▲ 1.0% 患者の移送に係る経費

出産育児一時金 13,507 13,507 0 0.0% 50万円／件の給付　27人

葬祭費 4,000 4,000 0 0.0% 5万円／人の給付　80人

傷病手当金 1,000 1,000 0 0.0%

計 3,226,216 3,247,192 ▲ 20,976 ▲ 0.6%
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６　基金残高（令和７年１月31日現在の見込み）

（単位：千円）

７年度 ６年度 ５年度 備　　考

417,348 557,255 635,684

0 60,000 118,062 R7は未定

224,000 199,907 196,491 R７は予算計上額

193,348 417,348 557,255

当該年度に基金を取り崩した額　　③

年度末の保有状況　       　①+②-③

区　　分

前年度末基金保有状況　　　　  　　①

当該年度に基金に積み立てた額　②
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市民課保険料班

0479-73-0086

　 （単位：千円）

７年度 ６年度 比較 増減率

① ② ③＝①-② ③/②

１． 後期高齢者医療保険料 433,592 405,042 28,550 7.0% 被保険者の保険料

２． 使用料及び手数料 1 1 0 0.0% 証明手数料

３． 繰入金 155,508 151,628 3,880 2.6% 市が負担する額

４． 繰越金 800 800 0 0.0% 前年度繰越金

５． 諸収入 1,526 1,304 222 17.0% 保険料還付金など

計 591,427 558,775 32,652 5.8%

《主な増減要因》

（１）後期高齢者医療保険料

　　被保険者数の増加による保険料の増加

（２）繰入金

　　被保険者数の増加による保険基盤安定繰入金の増加

（３）諸収入

　　過年度収納分の償還金・還付加算金の増加

令和７年度匝瑳市後期高齢者医療特別会計当初予算の概要

　後期高齢者医療制度の財源構成は、公費約50％（国・県・市が一定の割合で負担）、後期高齢者
支援金約40％（現役世代の負担）、後期高齢者医療保険料約10％（被保険者負担）となっていま
す。保険料については、概ね２年を通じて財政の均衡を保つことができるよう定められています。
　令和７年度後期高齢者医療特別会計当初予算は、前年度と比較し歳入・歳出共に5.8％の増とな
りました。

１　令和７年度後期高齢者医療特別会計当初予算の状況

　令和７年度の後期高齢者医療特別会計の当初予算の歳入歳出総額は、対前年度当初予算比5.8％、
3,265万2千円増の5億9,142万7千円となりました。

２　歳入予算

款 備　　考

- 23 -



　 （単位：千円）

７年度 ６年度 比較 増減率

① ② ③＝①-② ③/②

１． 総務費 25,618 25,161 457 1.8% 職員給与など

２． 後期高齢者医療広域連合納付金 564,009 532,014 31,995 6.0% 保険料負担金など

３． 諸支出金 1,000 800 200 25.0% 保険料還付金など

４． 予備費 800 800 0 0.0%

計 591,427 558,775 32,652 5.8%

《主な増減要因》

（１）後期高齢者医療広域連合納付金

　　保険料の増加による保険料等負担金の増加

（２）諸支出金

　　過年度収納分の償還金・還付加算金の増加

　

３　歳出予算

款 備　　考
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0479-73-0033

（単位：千円）

７年度 ６年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

１． 保険料 784,528 745,506 39,022 5.2%

２． 使用料及び手数料 1 1 0 0.0%

３． 国庫支出金 951,898 930,498 21,400 2.3%

４． 支払基金交付金 1,046,710 1,025,459 21,251 2.1%

５． 県支出金 590,333 579,227 11,106 1.9%

６． 財産収入 1,173 1,173 0 0.0%

７． 寄附金 1 1 0 0.0%

８． 繰入金 694,708 701,220 ▲ 6,512 ▲ 0.9%

９． 繰越金 5,000 5,000 0 0.0%

10．諸収入 131 131 0 0.0%

計 4,074,483 3,988,216 86,267 2.2%

≪主な増減要因≫

（１）保険料

　被保険者調定額の増加に伴う現年分の保険料の増加

（２）国庫支出金・支払基金交付金・県支出金

　介護サービス費の見込額の増加に伴う国・支払基金・県負担分の増加

前年度からの繰越金

　介護保険給付の財源は、介護保険料が50％（第1号被保険者（65歳以上）23％、第2号被保険
者（40～64歳）27％）、公費（国・県・市が一定の基準に基づいて負担）が50％となっています。
　匝瑳市の65歳以上の高齢者人口は令和４年度に減少に転じていますが、総人口も減少してい
るため、高齢化が進んでいます。その上、高齢者人口に占める後期高齢者（75歳以上）の割合
が増加傾向にあり、中長期的には介護保険給付を始めとする高齢者福祉経費の増加が見込ま
れます。

　令和７年度の介護保険特別会計の当初予算の歳入歳出総額は、対前年度当初予算比2.2％、8,626万7
千円増の40億7,448万3千円となりました。

国が負担する金額

第2号被保険者（40歳～64
歳）の保険料

款 備　　考

手数料

高齢者支援課介護保険班

県が負担する金額

市が負担する金額、基金の
取崩分

延滞金、返納金、負担金など

第1号被保険者（65歳以上）
の保険料

２　歳入予算

令和７年度匝瑳市介護保険特別会計当初予算の概要

１　令和７年度介護保険特別会計当初予算の状況

利子など

寄附金
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（単位：千円）
７年度 ６年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

１． 総務費 106,558 99,905 6,653 6.7%

２． 保険給付費 3,773,295 3,703,759 69,536 1.9%

３． 財政安定化基金拠出金 1 1 0 0.0%

４． 基金積立金 1,172 1,172 0 0.0%

５． 地域支援事業費 177,555 167,677 9,878 5.9%

６． 公債費 1 1 0 0.0%

７． 諸支出金 5,901 5,701 200 3.5%

８． 予備費 10,000 10,000 0 0.0%

計 4,074,483 3,988,216 86,267 2.2%

≪主な増減要因≫

（１）総務費

　　会計年度任用職員の人件費や計画策定事業などに要する経費の増加

（２）保険給付費

　　介護サービス費の見込額の増加に伴う保険給付費の増加

（３）地域支援事業費

　　介護予防・生活支援サービス事業や一般介護予防事業などに要する経費の増加

（単位：人）
６年度 ５年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

第１号被保険者 2,181 2,160 21 1.0%

第２号被保険者 47 50 ▲ 3 ▲ 6.0%

計 2,228 2,210 18 0.8%

（単位：千円）
７年度 ６年度 比較 増減率

① ② ③=①-② ③/②

居宅介護（予防）サービス 1,150,708 1,109,581 41,127 3.7%

地域密着型介護（予防）サービス 495,312 509,270 ▲ 13,958 ▲ 2.7%

施設介護サービス 1,685,372 1,647,347 38,025 2.3%

その他 441,903 437,561 4,342 1.0%

計 3,773,295 3,703,759 69,536 1.9%

介護給付費準備基金への積
立

財政安定化基金への拠出

国・県に対する負担金返還
のための経費など

備　　考

匝瑳市在住の65歳以上の方

４　要介護・要支援認定者数（各年度１２月３１日現在）

匝瑳市在住で医療保険加入
の40歳以上65歳未満の方

公債の償還や利子の支払い
に要する経費

備　　考

訪問・通所・短期入所サービスなど

介護保険施設サービス

ケアプランの作成、補足給付など

５　保険給付費の状況（当初予算ベース）

区　　分

地域密着型サービス

要介護認定、保険料の賦課
徴収のための経費

３　歳出予算

区　　分

介護予防・生活支援サービ
ス事業などに要する経費

款 備  　考

介護サービスの利用に要す
る経費

予見できない歳出予算の不
足に備える費用
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病院事務局経理班

0479-72-1525

増減率

Ｃ/Ｂ

1.4%

9.9%

合　　計 3.4%

（１）　病院事業の状況

(収益）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

37.5 36.4 4.4%

28.8 28.4 2.8%

4.8 4.8 1.0%

1.6 1.6 0.8%

20.4 21.2 ▲ 2.0%

6.9 7.6 ▲ 7.7%

100.0 100.0 1.4%

(費用）

増減率 　

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ 　

58.7 58.7 1.4% 　

7.5 7.6 1.0% 　

19.8 20.0 0.5% 　

5.1 5.3 ▲ 2.3%

　　　　その他費用 2.8 2.5 10.9%

4.5 4.4 4.4%

1.6 1.5 7.3%

100.0 100.0 1.4%

居宅介護支援事業所費用 37,707 35,140 2,567

合　　計 2,377,800 2,343,900 33,900

65,816 59,335 6,481

訪問看護ステーション費用 108,377 103,853 4,524

　　　　経費 471,035 468,556 2,479

　　　　減価償却費 121,110 124,000 ▲ 2,890

病院事業給与費 1,394,735 1,375,766 18,969

　　　　材料費 179,020 177,250 1,770

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

合　　計 2,377,800 2,343,900 33,900

病院事業収益のうち、入院収益は許可病床数99床に対し病床利用率66.7％を予定し、前年度比
4.4％増の8億9,133万円、外来収益は一日当たりの患者数318人を予定し、前年度比2.8％増の6億
8,490万8千円を計上しました。訪問看護ステーション収益は前年度比1.0％増の1億1,370万円、居宅
介護支援事業所収益は前年度比0.8％増の3,833万3千円を計上しました。他会計繰入金は前年度比
2.0％減の4億8,560万6千円を計上し、その他収益は前年度比7.7％減の1億6,392万3千円を計上し
ました。

（単位：千円)

外来収益 684,908 665,942 18,966

他会計繰入金 485,606 495,686 ▲ 10,080

その他収益 163,923 177,616 ▲ 13,693

訪問看護ステーション収益 113,700 112,540 1,160

居宅介護支援事業所収益 38,333 38,016 317

（単位：千円)

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

入院収益 891,330 854,100 37,230

病院事業 2,377,800 2,343,900 33,900

介護老人保健施設事業 748,600 681,100 67,500

3,126,400 3,025,000 101,400

令和７年度匝瑳市病院事業会計予算の概要

匝瑳市民病院は、地域の中核病院として将来にわたり持続可能な病院運営を目指していま
す。令和７年度も経営改善に努め、経営の健全化を図ります。病院建替え事業では、実施設計
業務委託料等の経費を計上し、事業の推進を図ります。また、そうさぬくもりの郷では、利用
者数の確保に努め、経営の健全化を推進します。

１　収益的収支の状況

（単位：千円)

区 　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ
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（２）　介護老人保健施設事業の状況

(収益）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

69.5 74.3 2.7%

12.7 13.6 2.6%

10.6 4.1 182.2%

7.2 8.0 0.1%

100.0 100.0 9.9%

(費用）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

71.2 69.7 12.3%

28.8 30.3 4.3%

100.0 100.0 9.9%

資本的収支は、将来の経営活動に備えて行う医療器械の購入や施設整備、企業債の元金償還などの支
出と一般会計からの出資金や企業債の借り入れなどの収入で構成されています。令和７年度は、病院建
設事業費として、実施設計業務委託料等を計上しました。また、眼底検査装置、呼吸機能検査装置等の医
療器械の購入や、介護老人保健施設の照明改修（ＬＥＤ化）工事等を予定しています。

合　　計 748,600 681,100 67,500

　介護老人保健施設事業費用のうち、給与費は病院事業と同様に、人事院勧告等に基づくベースアップに
より前年度比12.3％増の5億3,337万2千円、その他費用は経費や材料費等の増加により前年度比
4.3％増の2億1,522万8千円を計上しました。

２　資本的収支の状況

施設事業給与費 533,372 474,813 58,559

　　　　その他費用 215,228 206,287 8,941

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

合　　計 748,600 681,100 67,500

介護老人保健施設事業収益のうち、入所収益は一日当たり95人の入所者を予定し、前年度比2.7％増
の5億2,012万5千円、通所収益は一日当たり27人の通所者を予定し、前年度比2.6％増の9,493万2
千円、他会計繰入金は経営基盤強化補助5,000万円を追加し、前年度比182.2％増の7,929万円を計
上しました。

（単位：千円)

他会計繰入金 79,290 28,101 51,189

その他収益 54,253 54,186 67

入所収益 520,125 506,255 13,870

通所収益 94,932 92,558 2,374

病院事業費用のうち、給与費は人事院勧告等に基づくベースアップにより前年度比1.4％増の13億
9,473万5千円、材料費は医療消耗備品費の増加により前年度比1.0％増の1億7,902万円、経費は光
熱水費等の増加により前年度比0.5％増の4億7,103万5千円を計上しました。減価償却費は前年度比
2.3％減の1億2,111万円、その他費用は医師・看護師等養成費等の増加により前年度比10.9％増の
6,581万6千円を計上しました。また、訪問看護ステーション費用は給与費の増加により前年度比4.4％
増の1億837万7千円、居宅介護支援事業所費用は給与費の増加により前年度比7.3％増の3,770万7
千円を計上しました。

（単位：千円)

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

- 28 -



収入

増減率

Ｃ/Ｂ

99.3%

51.0%

83.5%

増減率

Ｃ/Ｂ

31.9%

47.6%

35.5%

（１）　病院事業

(収入）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

47.6 29.9 217.3%

51.6 68.5 50.2%

0.8 1.6 0.0%

100.0 100.0 99.3%

(支出）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

83.7 72.1 53.0%

16.3 27.9 ▲ 22.7%

100.0 100.0 31.9%

（２）　介護老人保健施設事業

(収入）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

42.0 16.6 281.2%

55.9 83.4 1.3%

2.1 0.0 皆増

100.0 100.0 51.0%

(支出）

増減率

構成比 構成比 Ｃ/Ｂ

50.5 28.2 164.0%

49.5 71.8 1.7%

100.0 100.0 47.6%

企業債償還金 64,582 63,498 1,084

合　　計 130,582 88,498 42,084

予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

建設改良費 66,000 25,000 41,000

合　　計 125,182 82,898 42,284

（単位：千円)

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ

企業債 52,600 13,800 38,800

補助金 2,600 0 2,600

（単位：千円)

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

出資金 69,982 69,098 884

企業債償還金 62,970 81,496 ▲ 18,526

合　　計 385,365 292,242 93,123

予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

建設改良費 322,395 210,746 111,649

合　　計 339,345 170,255 169,090

（単位：千円)

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ

補助金 2,750 2,750 0

企業債 161,500 50,900 110,600

出資金 175,095 116,605 58,490

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

合　　計 515,947 380,740 135,207

　令和７年度において収入が支出に対して不足する額51,420千円は、過年度分損益勘定留保資金で
補填します。

（単位：千円)

病院事業 385,365 292,242 93,123

介護老人保健施設事業 130,582 88,498 42,084

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ

合　　計 464,527 253,153 211,374

支出 （単位：千円)

病院事業 339,345 170,255 169,090

介護老人保健施設事業 125,182 82,898 42,284

　

（単位：千円)

区　　分
令和７年度 令和６年度 増減額

予算額　Ａ 予算額　Ｂ Ａ－Ｂ=Ｃ
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＊令和３年度から令和５年度は決算額、令和６年度は予算現額、令和７年度は当初予算額

(病院事業）

（介護老人保健施設事業）

３　繰入金の推移

４　企業債残高の推移

令和７年度は医療器械購入と病院建設のため1億6,150万円の起債を予定しており、企業債残高は3億
600万円となる見込みです。

令和７年度は照明改修（ＬＥＤ化）工事等のため5,260万円の起債を予定しており、企業債残高は4億
3,500万円となる見込みです。

　一般会計からの繰入金は、救急医療、高度医療、医師確保対策、企業債の元利償還金に要する経費等
に充てるための収入です。令和７年度は病院建設に係る建設改良費等の増加と介護老人保健施設の経
営基盤強化補助の増加により令和６年度と比較して3,900万円増の8億100万円を計上しました。このう
ち、基準内繰入金は6億7,200万円です。
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